
　大学院経済学研究科附属国際経済政策研究センターは、
２月15日（水）、日本経済新聞社名古屋支社会議室におい
て、経済学部同窓会である社団法人キタン会との共催によ
り、第14回名古屋ビジネスセミナーを開催しました。
　同セミナーは、産学官連携活動の成果を地域社会へ還元
すべく、同センターの政策情報研究室を中心に企画・運営

されているもので、今回は杉田伸樹同センター教授の司会
のもと、まず多和田経済学研究科長が開会のあいさつを行
い、前財務省東海財務局長である池田篤彦同省近畿財務局
長より「最近の財政・金融情勢について」と題して講演が
ありました。
　池田局長は、最近の大きな話題である「社会保障と税の
一体改革」を主要な論点として取り上げ、その基本的な考
え方だけでなく、雇用環境の変化や実質成長率の停滞など
背景にある経済状況も含め、詳細な資料に基づいて解説し
ました。さらに、財政健全化に関しては、諸外国のデータ
も示しつつ国際比較の視点から日本の現状を論じました。
それにより、政府債務の累積がはらむ問題点や人口構成の
変化と社会保障費増大の関連、国民負担率や消費税率の実
情などが、外国との比較の中で浮き彫りにされました。
　参加者は70名近くにのぼり、講演後は年金の問題を中心
に具体的な質問がたくさん寄せられました。池田局長は、
年金受給を個人的視点から捉えた場合の損得感と、年金制
度全体からみた場合の負担・給付のバランスとの違いを丁
寧に説明しました。活発な質疑応答を経て、最後に、金井
同センター長が閉会のあいさつを行いました。

　大学院医学系研究科は、２月５日（日）、医学部附属病院
において、東海がんプロフェッショナル養成プラン平成23
年度市民公開講座を開催しました。
　同プランは、臓器横断的がん診療を担う人材育成プログ
ラムで、文部科学省の大学改革推進等補助金による補助を
受け、東海地域の８大学及びその他機関と連携して、平成

19年から５年間実施しています。「ここまで進んだがん治
療」をテーマとした今回は、愛知県を中心に約250名の一
般の方々が参加しました。
　まず、祖父江医学系研究科長が開会のあいさつを行い、
同プランの活動について紹介しました。続いて、満間綾子
同研究科特任助教から、「名古屋大学のプロフェッショナ
ル」と題してがん医療におけるプロフェッショナル（専
門家）の重要性について、深谷陽子医学部附属病院看護
師から、「緩和ケアチームの役割」と題して緩和ケアの考
え方と同院における緩和ケアチームの現在の活動について、
下方智也同研究科特任助教から、「最新のがん薬物療法」
と題してがん種ごとの最新の薬物療法や治験について講演
がありました。最後に安藤医学部附属病院化学療法部長が
閉会のあいさつを行い、終了しました。
　参加者は大変熱心に聴講し、講演後の質疑応答では数多
くの質問がありました。また、終了後のアンケートでも、
「分かりやすい内容だった」、「有意義だった」といった意
見が多数寄せられ、同プランの最終年度にふさわしい内容
となりました。
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